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沖縄県中小企業家同友会
２０２１年度 沖縄県の産業振興・中小企業政策等に対する中小企業家の要望と提言 概要
【Ⅰ．中小企業の振興について】
１．県の中小企業政策について（１～２Ｐ）
（１）M&Aの活用支援について

（２）企業の行政手続きのオンライン化について
２．中小企業のＩＴ活用支援について（２～４Ｐ）
（１）プッシュ型IT推進隊（仮称）」創設と中小企業データベース構築
（２）情報リテラシー向上へ支援を
（３）持続可能な経営視点で新型コロナウイルス危機に対するテレワーク、クラウドの推進
（４）県内企業生産性向上のためのEDI（電子データ交換）の普及について
【Ⅱ．働く環境づくり】

１．人材確保・育成について（５～６Ｐ）
（１）人材確保について

（２）先進的ICT利活用の教育推進について
２．女性管理職の育成について（６～７Ｐ）
（１）女性活躍企業の認定制度の創設
（２）商工労働部へ女性の社会活動を支援する専任セクションの新設
３．誰もが働きやすい職場環境をめざして（福祉）（７～９Ｐ）
（１）障がい者雇用の促進と連携について
（２）子どもの貧困と働き方改革・労働生産性について
【Ⅲ．産業振興について】
１．観光産業の振興について（１０～１１Ｐ）
（１）観光客にも県民にも利用しやすく定時性のある公共交通網の整備を
２．地球温暖化防止対策について（１１Ｐ）
（１）地球温暖化防止対策について
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（３）エネルギー政策について
２０２１年度

沖縄県の産業振興・中小企業政策等に対する

中小企業家の要望と提言

Ⅰ．中小企業の振興について

新型コロナウイルス（COVID-19）感染症拡大は、「大恐慌以来」とも言われるほど、各業界に未曾有の規模で経済的影響を与えており、長期化が予想される中、多くの中小企業・小規模企業が倒産・廃業の危機に追い込まれる切迫した状況となっています。県としても県内の中小企業・小規模企業の事業存続に向け大胆な支援策を打ち出していくことが求められています。

沖縄県は立地する99.9%が中小企業・小規模企業者であり、中小企業の振興がイコール経済振興となります。中小企業が元気になり、県経済、地域経済が活性化し、県民の暮らしと豊かな生活に繋げていくためには、中小企業振興基本条例の実効性を高め、全市町村での条例制定をめざすこと、さらに、中小企業の自立・発展につながる支援策を立案することが求められます。特に、中小企業振興基本条例において、条例の第６条に「情報通信技術の活用による生産性向上」が追記されたことや新型コロナウイルス収束後の経営環境の変化に対応する意味においても、ＩＴの活用による経営力強化に関する取り組みが求められています。こうしたことを踏まえ、中小企業の振興について要望・提言をまとめました。
１．県の中小企業政策について
（1） M&A の活用支援について
新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済活動の鈍化で、中小企業が第三者への事業譲渡を模索し始めています。一方、景気悪化で買い手がつかないことが予想され、中小企業の廃業が進む可能性が高まっています。しかし、新型コロナウイルスの影響下にあっても、中小企業の貴重な経営資源や、雇用・技術を次世代へ引き継ぎ、地域のサプライチェーンを維持するためには、後継者不在事業者の経営資源引継ぎや事業再編を後押ししていくことが必要です。

Ｍ＆Ａにおける売り手の目的は、事業承継・後継者問題の解決であり、買い手の目的は、相手企業の顧客基盤を引き継ぐことによる販売・受注先の開拓や時間をかけずにスキル保有者を確保することで人手不足を解決することがあります。また、規模拡大による生産性向上も期待できます。

今年、同友会で実施したＭ＆Ａに関するアンケートにおいても、「Ｍ＆Ａの実施目的は何ですか」の問いに対して、１．売上・市場シェア拡大、２．新規事業展開、３．事業エリア拡大、４．事業承継、５．人材獲得、６．技術・ノウハウの獲得となっており、中小企業の課題解決の手段の一つとしてＭ＆Ａが注目されています。

また、「Ｍ＆Ａを検討したことがありますか」の問いに対して、興味はある（２８．５％）、検討したことがある（２１．５％）と合わせて５０．０％の結果になる一方、「メリットが分かりにくい」「事例等の情報がない」「イメージが悪い」「セミナー、勉強会を開催してほしい」「仲介手数料が高い」等の意見がありました。これらを踏まえて、以下のことを要望・提言します。
1 セミナー、勉強会等を通じたM&Aに関する啓発の促進
2 仲介手数料や着手金への補助

（２）企業の行政手続きのオンライン化ついて
今般の新型コロナウイルス感染拡大に伴い、「テレワーク」「オンライン授業」など、「新しい働き方」「新しい生活様式」が広がりをみせ、社会のデジタルシフトが進み始めています。
一方、新型コロナウイルス危機における中小企業対策において、行政手続きが「解りにくい」「煩雑」「給付が遅い」等の意見が出ており、行政のデジタル後進性が課題となっています。また、非常事態でも行政機能を止めないためにもオンライン化は重要です。これらを踏まえ、以下のことを要望・提言します。
1 企業の行政手続きのオンライン化を早急にすすめ、簡素で効率的な行政手続きを目指すこと

　　以下の基本原則を踏まえて検討すること。
　　・デジタルファースト

　　　個々の手続き・サービスが一貫してデジタルで完結する

　　・ワンスオンリー

　　　一度提出した情報は、二度提出することを不要とする

　　・コネクテッド・ワンストップ

　　　民間サービスを含め、複数の手続き・サービスをワンストップで実現する
2 国や他自治体の先進事例を研究すること。
2．中小企業のIT活用支援について

１．「プッシュ型IT推進隊（仮称）」創設と中小企業データベース構築
今年度（2020年度）実施（予定）の県内中小企業・小規模事業者に対する労働生産性調査によって企業のIT化の実態が把握され、そのレベルに即したピンポイントのIT支援が可能となります。一過性にとどめることなく継続する仕組みが求められます。そのための手段の一つが企業データベース構築です。今年度の調査データをもとに、業種、地域、規模を拡大し、企業の生産性やIT成熟度等の経年変化やITを含む実態のわかるデータベースの整備です。

他方、沖縄県が推進する「100の支援策」の普及、利用拡大の課題があります。なかなか浸透しない要因の一つは、企業側からのエントリーに依存した待ちの支援となっていることも要因です。前述のデータベースで実態を把握し、支援側から積極的にアプローチする攻めの支援が必要です。そのための組織として「プッシュ型のIT推進隊（仮称）」の組織化を望みます。
沖縄県中小企業振興条例が改正され、「情報化の推進」が明記されました。早期に実体のあるものにすることが求められます。
IT化を通じた企業の生産性向上は、いわば企業の免疫力を高めることとなり、今回のようなコロナ危機に対応する持続可能な企業存続の有効な処方箋です。これらを踏まえて、以下のことを要望・提言いたします。
1 「１００の支援策」を、より効果的に進めるための中小企業のための「プッシュ型のIT推進隊（仮称）」を創設すること。
2 広く県内中小企業・小規模事業者の生産性調査、IT成熟度他の実態調査を含む企業データベースを構築・整備すること。
２．情報リテラシー向上へ支援を
「働き方改革」や「少子化問題」に向けた業務効率化は、多くの企業で課題となっています。その中でも特にITの活用は、生産性向上のために必要不可欠な要素であるといえます。しかしながら、平成29年に中小企業庁が公開した調査によると、中小企業がIT投資に消極的な理由として、「ITを導入できる人材がいない」「導入効果が分からない、評価できない」など、システム専任のリソースがないために、IT投資に対して消極的な傾向であることが分かります。また、同友会内で実施したIT成熟度診断を分析しても経営者の情報リテラシーは予想よりも乏しい結果となっています。
　中小企業におけるIT活用の遅れについては、ITを業務効率化のツールとして活用をしても、経営戦略を考える上での武器として考えていない場合や、経営戦力の武器としてシステムを導入しても上手く使いこなせていない、もしくは導入したものが適切ではない場合などがあげられます。

　情報技術の進化とともに様々な視点から情報リテラシーを向上は、必然かつ急務となっています。企業が経営戦略としてIT人材の育成を図りITを活用することは、さまざまな危機に対応できる強い企業・組織体をつくりあげます。強い企業・組織体は生産性が向上し、競争力を生み出します。今後は「IT格差」=「企業の成長力の差」になっていくことは間違いありません。IT投資によって業務プロセスの合理化、コスト削減、売上の拡大といったさまざまな効果が得られることからも、ITの活用は重要と考えます。 これらを踏まえて、以下のことを要望・提言いたします。
1 情報リテラシーの向上に必要な人材育成を実施し強化すること。
2 ①を実施するにあたり、中小企業のもつ各専門分野（企業内IT、テレワーク、働き方改革、企業リスク、企業モラル、インターネットリテラシーなど）の専門人材との連携を図り、活用を促進すること。
３．持続可能な経営視点で新型コロナウイルス危機に対するテレワーク、クラウドの推進
沖縄同友会では４月から５月にかけて各種会合のWEB会議（ZOOM）を50回ほど行いました。会員企業のテレワーク化も進んでいます。また5/26日の全国報道によると約６割がテレワークを続けたいとのアンケート結果を報じています。県内企業やビジネスパーソンの間にもweb会議を中心としたテレワークがだいぶ浸透しました。
在宅勤務、働き方改革だけでなく、スナック主催の時間制（有料）のオンライン飲み会や、カラオケボックスやホテルをテレワークとして貸し出すサービスなど、全国的に見れば様々なアイデアで新たなビジネスモデルの模索が始まっています。（ホテルのテレワーク推進は、「ワーケーション」（ワーク＋バケーション）という新たな観光モデルに道を開くものでもあり沖縄に優位性があります。）
WEB（TV）会議は企業のテレワーク化の入り口として有効なツールであることが理解され始めました。しかしテレワークには他にも有効なツールが多数あり、それを知らない経営者も多数います。
会社のパソコンを自宅から操作できるリモートデスクトップ、PC端末をクラウド上に仮想的に作り上げる仮想デスクトップ、クラウドでEXCELやWORDの文書作成や共同編集ができる「Office365」と「Teams」、同種のGoogleの「G-Suite」、ファイル共有のクラウドストレージ、スケジュール共有、ビジネスSNS、クラウド会計、給与、etc。
多種多様なサービスがクラウド上に展開されており、そのほとんどが月額1000円から数千円で利用でき、通信は暗号化されウィルスの脅威にも強く専門家の監視による万全な体制で提供されています。
今回の事態で「ZOOM」をマスターした経営者も多数います。いつまで続くかわからないwithコロナや次の危機に備えるためにも、新たなビジネスモデルの構築を目指すためにも本格的なテレワークへの移行が望まれます。これまで遅れていた沖縄の中小企業のIT化を一気に進めるチャンスでもあります。これらを踏まえ、以下のことを要望・提言します。

1 「push型のＩＴ推進隊（前述）」や商工会、ISCOなどの外部団体と連携し、テレワーク化の観点から業務分析の指導支援を行うこと。
2 テレワーク導入のためのクラウドサービスやソフトウェア＆機器選定と導入補助や技術指導についても積極的に支援すること。
3 就業規則のテレワーク条項等（在宅勤務の取り決め）の整備に係る支援をすること。
４．県内企業生産性向上のためのＥＤＩ（電子データ交換）の普及について
同友会員へのアンケート調査によると、商品等の受発注の手段は約7割が「電話、ＦＡＸ中心」であることがわかり、生産性を低めている主因となっています。
そのようななか、中小企業庁は低価格で利用しやすい「中小企業共通ＥＤＩ」事業を推進しています。ＥＤＩの普及は、電話やFAX等の手間を要する作業の効率化のみならず、取引の入り口からデジタルデータ化できデータ経営の基盤づくりにもなる重要な要素であり。さらに、個々の中小企業の生産性や競争力の向上が実現し、県経済の活性化をも促す可能性も秘めています。これらを踏まえて、以下のことを要望・提言いたします。
1 啓蒙：企業間取引のデジタル化の普及推進の担当者を県庁内又は外部（ＩＳＣＯ等）に設置し、
共通ＥＤＩ普及のためのセミナーや導入に関するアドバイスを行うこと。
2 実証：県が使用する消耗品等の発注に関して共通ＥＤＩを利用すること。
3 普及：県内業者間で受発注の多い業種に対して共通ＥＤＩを普及推進すること。
（例：建設業の元受と下請間の取引や食品加工業者と小売間の取引など）
Ⅱ．働く環境づくり

県経済において、喫緊の課題となっているのが、「人材」です。この間、沖縄同友会では、地域の若者を地域で雇用するための「共同求人」や障がい者雇用の促進をはじめ、誰もが働きやすい社会づくりをめざす「健障者委員会」、女性の社会進出・地位向上をめざす「碧の会」など、「人材」の問題や働く環境づくりについて、積極的な活動を展開してきました。さらに、新たな社会問題である「子どもの貧困」については、行政や福祉施設と連携し、中小企業の立場から課題解決に向けたアプローチを行っています。こうしたことを踏まえ、働く環境づくりについて要望・提言をまとめました。しかし、根本的な課題解決にあたっては、行政を含む関係者の連携が不可欠です。これらを踏まえ、以下のとおり、要望・提言をまとめました。
１．人材確保・育成について

（１）人材確保について
今回実施したアンケート調査では、特に正規雇用を促進するための実態を中心に質問をしました。回答企業180社（昨年193社）の正規従業員の平均人数が20名（昨年29名）、非正規従業員数の平均人数が12名（昨年13名）となり、昨年に比較して非正規雇用率が高い結果となりました。
非正規雇用者を正規雇用にできない（しない）理由については、第1位「採用後の一定期間は非正規雇用労働者として能力や適性を見極めたい」（59.0%）、第２位「正社員で雇用するほどの業務量ではない」（27.9%）、第３位「人件費を抑える必要がある」（24.6%）という結果が得られました。

正社員雇用を支援する助成金については、第１位「助成金制度を知っていたが活用しなかった」（51.5%）、第２位「助成金制度を活用した」（23.1％）、第３位「助成金制度を知らなかった」（18.9%）という結果となり、70％以上の企業が助成金を活用していない実態があります。
また、県の最低賃金が2019年10月より790円となったことについては、第1位「安い」（48.6%）、第２位「どちらでもない」（42.9%）、第３位「高い」（8.5%）と、従業員に寄り添った反応が多く、更に1年間で72％の企業が、有給休暇促進（64.3%）、労働条件（休日、休暇、勤務時間、手当等）の見直し（62.7%）、残業削減（49.2%）等の働き方改革に関する取り組みを行っており、多くの企業が積極的に正規雇用定着に向けた意識を持ち、仕組みづくりに取り組んでいる状況が見受けられました。しかし、各産業の喫緊の課題等についての質問では、多くの企業が人材不足に関連する記述をしており、これをまとめると

・昨年と比較しても非正規雇用で働いている人が増えている
・それに対しての助成金について、７割以上の企業が活用できていない。
・最低賃金が上がったことについて、まだ労働者にとっては低いと考えている。
・72％の中小企業が積極的に労働条件等働き方の仕組みを変え、正規雇用の定着を図ろうとしてい
る。
・未だ多くの中小企業が人材不足を課題にしている。
となり、これらを踏まえ、以下のことを要望・提言します。

①正規雇用促進の助成金の存在について、活用にいたるまでの強い具体策の策定と、申請手続きの
シンプル化。
②事業主へ「新卒採用」「ひとり親世帯採用」「中高年採用」と正規雇用をワンセットで周知させ、
その魅力とメリットを伝える方策の強化と実施。
③労働者へ向け、中小企業の魅力、沖縄で働くことの魅力を伝える方策の強化と実施。

（2） 先進的ICT利活用の教育推進について

新型コロナウイルス感染症対策のため、学校が臨時休校となり、子どもの学習時間の確保が問題となっています。また、長期化が予想される新型コロナウイルス感染下において、ICTを活用した双方向の教育環境の保証は人材育成の観点から重要な課題です。

２０２０年度より文部科学省による学校教育のＩＣＴ（情報通信技術）化を推進する「ＧＩＧＡスクール構想」が始まりますが、そのポイントは、①児童生徒一人一台のＰＣタブレット端末を整備する②教室全員が同時にアクセスできる通信環境を整備する、です。一方、ＩＣＴ化に向けた教職員向けの研修や操作方法などを補うＩＣＴ支援員の派遣など企業との連携は必須となってきます。那覇市においても、２０２０年度より「小中学生キャリア教育支援事業」「ＩＴ人材育成支援事業」にて、中小企業と連携した若年層の早期からのキャリアデザイン形成支援、プログラミング講座を実施しているため、「ＧＩＧＡスクール構想」の推進による各事業との相乗効果は期待できるものと考えます。
また、インターネットの普及に加え、スマートフォン等の急速な拡大により、昨今子ども達のＳＮＳを中心としたネットトラブルやネット依存が急増しており、保護者、教職員、児童・生徒のネットリテラシー（インターネットを正しく活用できる知識や能力）の向上を図る対策は急がれています。これらを踏まえて、以下のことを要望・提言いたします。
1 「GIGAスクール構想」を早期実現すること。
　（自宅でのオンライン授業や対応可能な通信環境等のICT環境の整備を含む）

2 上記構想において、ＩＣＴ支援員等、中小企業の多様な人材の活用を促進し、中小企業との連携による指導体制の更なる充実に取り組むこと。
3 保護者、教職員、児童・生徒へのネットリテラシー向上のための情報モラル教育を実施・強化すること。
２．女性管理職の育成について
世界の指導者のうち女性の占める割合は７％という現状の中、COVＩＤ-19のパンデミックへいち早く対処し、国を救ったと称賛を集める国家の首相に女性の割合が多かった例からしても、女性リーダーの活躍が社会全体へもたらす貢献度が高いことは明らかです。同友会でも、企業での女性の活躍を重要視しており、女性管理者の育成に取り組んでいます。
昨年度、女性管理者の育成には、社内の意識改革が必要という声が多く出た為、今年度は男女、それぞれの意識改革において具体的にどのような事が必要なのか調査しました。男性の意識改革には「経営トップが女性活躍を認識し、リーダーシップを発揮する」が最も多く、６０.８％でした。一方、女性の意識改革に必要なことは「学習や経験を積ませることにより自信をつけさせる」が最も多く６９.２％でした。中小企業では、経営陣の「女性の能力を伸ばして管理職を育てる」という明確なリーダーシップを推進するのと同時に、主体者である女性社員の教育や訓練が必要とされていることが分かりました。
また、行政に望む事については、「中小企業が挑戦しやすい女性活躍支援のステップアップ型の認定制度の整備」が５８％、「沖縄県に担当課を設ける」が18.23%、「クォーター制で女性管理職数の目標設定」が11.60%という回答を得ました。これらを踏まえ、以下のことを要望・提言いたします。
①『女性活躍企業の認定制度の創設』
既存の認定制度ではハードルが高いと感じている経営者でも、まずは一歩を踏み出せるような沖縄県独自の女性活用や働き方改革推進企業の認定基準、中小小規模企業がメリットを感じるインセンティブ等を整備し、取得を推奨する。さらに、認定制度へ取り組んだ企業の実例報告を広報（専用サイトやリーフレット）で行い企業へ啓蒙。身近な県内企業の取り組みは、経営者の参考となり意識改革につながる。
インセンティブの例：入札時の加点、県主催の求人事業での優位的な扱い
②『商工労働部へ女性の社会活動を支援する専任セクションの新設』
現在、社会全般における女性の課題について「子ども生活福祉部女性力・平和推進課」が担っているが、女性に特化した職能育成、就業支援、キャリアアップ支援や社会全体におけるワークバランスを推進する専任セクションを「商工労働部」に新設してほしい。
（設置行政の例）
埼玉県　産業労働部　ウーマノミクス課
広島県　商工労働局　働き方改革推進課・働く女性応援課
３．誰もが働きやすい職場環境をめざして（福祉）

（１）障がい者雇用の促進と連携について
会員へのアンケート調査で障がい者雇用の状況について聞いたところ、「雇用できない」（33.2%）に対して、「雇用している」（24.6%）と「雇用したことはないが、今後は雇用してみたい」（42.3％）を合せると66.9%となり、過半数以上の企業で、障がい者雇用を前向きに捉えていることが分かりました。また、障がい者雇用を行う上での不安について聞いたところ、第１位「どの程度仕事が出来るか」（66.2%）、第２位「社内の理解が得られるか」（33.8%）、第３位「人材育成について」（32.5%）、第４位「人員・設備等の費用負担について」（31.2%）という結果となりました。また、障がい者雇用支援制度の認知度や活用状況について聞いたところ、「活用している」（16.8%）に対し「知っているが活用はしていない」（40.4%）と「知らない」（42.9%）を合せると（83.3%）となり、過半数以上の企業が支援制度を活用できていないことが分かりました。また、障がい者雇用を行う上で課題と思うことについては、合理的配慮が難しい、支援機関の応援が得られない、申請手続きの煩雑さ等課題も見られますが、2020年4月施行の障がい者雇用促進法改正で地域連携の強化や支援策の情報発信、改善や拡充などで企業の不安を払拭していけば、雇用はさらに拡大していくものと考えられます。
今年、すべての企業において、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けており、収束の時期もわかりません。休業が続けば体力のない中小企業では雇用の維持をしたくてもできない状況に陥ることでしょう。障がい者雇用の継続の為にあらゆる手立てを官民一体となり講じていくことが、重要です。疫病・災害の時、弱者に対する配慮や支援こそが、大切なことだと思います。

就労意欲のある障がい者の雇用促進に取り組んできた中小企業の役割を重視するとともに以下のことを要望・提言します。
1 県内の障がい者雇用について、その半数以上（2018年度48.8％ 沖縄労働局調査）が50人未満
の中小企業による雇用である実態を踏まえ、雇用状況の調査を継続し、毎年発表すること。
新型コロナウイルス感染症の影響による雇止めや解雇の実態調査を行うこと。
②地域で生活し働く障がい者の自立を支援するために、地域における中小企業が、福祉分野、行政、社会福祉協議会、障がい者団体、医療、教育など幅広く社会資源を活用、連携協議し、工賃倍増支援、一般就労が取り組める連携の確立と運用を県から行うこと。
3 特別支援学校、訓練施設などのインターンシップの受入促進のため、教育機関、支援学校、施設などとの連携強化を行うこと。
新型コロナウイルス感染症により実習機会が、奪われることのないよう各機関協力をすること。
支援学校においては、期間や時間等分散型の実習計画で企業の協力を依頼するなど工夫をすること。
④中小企業における障がい者雇用促進のための支援策の拡充と利用手続きの簡素化・柔軟化に取り
組むこと。
・給付までの期間の短縮（全ての申請がウェブでおこなえるようシステム構築を目指す）

・合理的配慮の提供のための設備投資などへの支援策の検討

・中小企業主認定制度　（応援企業の情報交換の機会を要望）

・市町村単位での優良事例の共有
・障害者雇用推進企業のマップ製作
⑤沖縄同友会が主催し、各市町村で開催地を変えながら毎年開催している、障がい者就労問題を考
える「雇用・就労支援フォーラム」について、沖縄県としても商工労働、福祉保健、教育の各部
局で連携しながら積極的に参加し、各市町村に対しても連携及び協力するよう、周知を行うこと。
（２）子どもの貧困と働き方改革・労働生産性について
子どもの貧困問題について、同友会は、2016年6月に発足した「沖縄子どもの未来県民会議」の一員となり、2017年からは、同会議が実施する子ども未来ジョイントプロジェクト助成事業において、ＮＰＯ法人青少年自立援助センターちゅらゆいらと共に「就労・住宅支援を伴う子どもの暮らし応援事業」を実施するなど、経済団体として積極的に取り組んで参りました。
この問題の解決のために経済界が果たす役割は大きく、同友会は引き続き積極的に取り組んでいく所存であるところ、今般、新型コロナウイルスの感染拡大が猛威を振るい、リーマンショックをはるかに上回ると言われる経済活動の停滞の中で、事業継続が困難な事業者が続出し、多くの労働者の収入の減少や喪失、失業者の増加など雇用環境の悪化が現実化しています。このような中、中小企業支援を強力に進めるとともに、労働者の所得や労働条件を守ることも求められています。
子どもの貧困を根本的に解決するためには、親の所得向上が不可欠であるところ、賃金の引上げが必要です。また、非正規雇用率の高さが、所得が低いことの要因の一つと考えられています。最低賃金や正規雇用に関するアンケート調査結果は、上記１（１）のとおりです。

また、子育てをしやすい労働環境を作ることも企業に求められているところ、2018年6月、働き方改革関連法が成立し、中小企業にも段階的に施行がなされ、中小企業においても働き方改革の取組みが求められています。この点、会員へのアンケート調査では、「働き方改革に取り組む上で有効な行政の支援策」について、「助成金の支給」が66.7％、「研修会の実施」が36.6％、「経営相談等の専門家派遣」が34.6％とあります。加えて、沖縄県の労働生産性は全国平均の73.7％の水準であり（沖縄県一人あたり625万円、全国848万円、2019年2月内閣府沖縄総合事務局「平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査報告書」）、所得や賃金の上昇のためには、労働生産性の向上が課題だと分析されています。

このようなアンケート調査結果や労働生産性に関する沖縄の現状から、中小企業が、従業員の賃金引上げ、正社員採用や非正規社員の正規化、働き方改革等を促進するために、企業にとってインセンティブとなるような行政の施策、及び、労働生産性向上に向けての行政の施策が望まれます。これらを踏まえ、以下のことを要望・提言します。

①賃金引上げ、正社員採用、非正規社員の正規化を行った企業に対するインセンティブ制度について
1） これらの企業に対する、法人事業税、固定資産税、償却資産税などの地方税減税、社会保険料減免などの優遇措置を検討すること。
イ）「沖縄県人材育成企業認証制度」等の認証制度の周知徹底とさらなるインセンティブ付加等　により認証制度を充実させること。
ウ）助成金を充実させるとともに、企業への周知と申請手続きの簡素化を図ること。
②働き方改革促進・労働生産性向上について
1） 働き方改革・生産性向上推進運動（おきなわワークイノベーション）との連携、協力を強
化し、「働き方改革・生産性向上のための施策ガイドブック」を県内中小企業に周知するなど、沖縄県として同運動の活動に積極的に参加すること。
2） 厚生労働省沖縄労働局の「沖縄働き方改革推進センター」との連携、協力を強化し、働き
方改革に関する研修会の実施、経営相談等の専門家派遣の周知徹底を図ること。
ウ）働き方改革・生産性向上に関する助成金を充実させるとともに、企業への周知と申請手続きの簡素化を図ること。
Ⅲ．産業振興について

沖縄同友会には、ビジネス連携部会「ゆいま～る」の中に沖縄県の基幹産業にも位置づけられる、「観光」、「建設」、「情報」、そして環境問題の解決や環境ビジネス等に取り組む「環境」関連、さらに「６次産業化」の５業種委員会があり、各々の業界の課題解決や発展に向けた取り組みはもちろんのこと、業界の垣根を越えたビジネス連携についても研究を進めています。　
１．観光産業の振興について
（１）観光客にも県民にも利用しやすく定時性のある公共交通網の整備を
新型コロナウイルス感染症で大変な状況ですが、いずれは県民生活や観光も回復し再び発展し始めます。公共交通の問題は沖縄県の抱える大きな課題であり、着実に改善を図っていく必要があります。
　アンケートで「バスを利用する上での問題点は何だと思いますか？（複数選択可）」の設問に対して、「乗り継ぎが不便55.5%」、「時間通りに来ない54.3%」、「行き先が分かりづらい48.2%」、「本数が少ない40.2%」、「路線が少ない37.2%」の順での回答がありました。また、「バスを降りた先が不便　そこから３０分以上歩く」、「主線と枝線に分けるべき」、「バスの表記が不親切で気楽に乗れない」、「ちょうどよい路線がない」等の意見がありました。

　また「ゆいレールを利用する上での問題点は何だと思いますか？（複数選択可）」の設問に対して、「路線が少ない67.6%」、「乗り継ぎが不便29.4%」、「高い25.7%」、「本数が少ない23.5%」の順での回答がありました。また、「ゆいレールが通ってない」、「仕事や生活をする地域に路線が無い」、「区間が短い」、「あってほしい場所と場所をつなぐ路線がない」、「ゆいレールまでの交通手段がないまたは不便」等の意見がありました。

　これら２つの設問の結果からは、身近な場所に路線があり、路線や乗り換えがわかりやすく、定時性があり、十分な本数のある公共交通が求められていることがわかります。とりわけ「身近な場所に」ということでは複数の路線による路線網が求められていると考えます。
　そして「優先的に整備して欲しいのはどのような公共交通ですか？」の設問に対しては、「中南部地域を結ぶＬＲＴ（次世代型路面電車システム）路線網　59.5%」、「那覇と名護を結ぶ鉄道　40.5%」の回答がありました。また、「山手線みたいに一周する路線を南部＆中部＆北部に欲しい」、「南部島尻郡、那覇市と島尻を結ぶ路線（が欲しい）」との意見がありました。この設問では、人口が集中していて日々の渋滞が問題となっている中南部域での路線網の充実の方を、那覇－名護間の鉄軌道計画よりも優先して欲しいとの結果となりました。

　また、持続可能な世界をめざすSDGsでは、目標７．３のエネルギー効率の改善や、１１．３の持続可能な都市化、１１．７の普遍的アクセスの提供などが該当しており、社会的弱者にも乗りやすく、安価で、エネルギー消費が少ない公共交通が求められています。これらを踏まえ、以下のことを要望・提言をいたします。
①那覇市－南風原町－与那原町のＬＲＴ路線導入事業の採算試算を行うこと。
②那覇市－豊見城市－糸満市のＬＲＴ路線導入事業の採算試算を行うこと。
③那覇市－南風原町－与那原町－西原町－中城村－北中城村－沖縄市－北谷町－宜野湾市－浦添市－那覇市を環状に結ぶＬＲＴ路線導入事業の採算試算を行うこと。
④上記①②③以外の地域でも路線バスの無料化やＬＲＴ、ＢＲＴの導入等、観光客や地域
の交通弱者が利用しやすい公共交通機関の在り方を研究し、整備を行うこと。
⑤今後予想される新型コロナウイルス感染症の第２波、第３波や、その他の感染症に対応できる公共交
通のあり方の研究と対策を開始して欲しい。

２．地球温暖化防止対策について
環境問題への対応は、私達の世代が次の世代へ、より良い形で「地球環境」を引き継いで行くための極めて重要な取り組みです。私達、沖縄同友会は①低炭素型社会②循環型社会③自然共生型社会を基本に環境保全型企業づくりを目指し、環境問題に取り組んでいます。そのような中、2019年12月にスペイン・マドリードで国連気候変動枠組条約第25回締約国会議（COP25）が開催され、「各国が掲げる温室効果ガス削減目標引き上げの義務付けで合意できなかった」などが報道されました。一方、県内ではCOP25期間中に「温室効果ガはス６年ぶり増」～16年度県内/車、航空機増便が影響～「減少目標到達に陰り」などと報道されました。それらを踏まえ会員に対し、①自社の温暖化防止策（交通、省エネ、再エネ、環境教育など）②県16年度地球温暖化対策実行計画進捗管理報告書の温暖化防止策への要望③那覇市が20年度４月から事業系一般廃棄物の缶、ビン、ペットボトルなどの産業廃棄物への移行などを鑑み、事業系一般廃棄物処分状況のアンケート調査を行いました。これらを踏まえ、以下のことについて要望・提言します。

（１）地球温暖化防止対策について

　　　省エネ推進、再エネ導入、ごみ減量化、環境マネジメント、ＳＤＧSの強化などの個別要望は
多々ありますが、県の普及啓発活動に関する要望項目を中心に以下のことを要望・提言します。
 ①地球温暖化対策実行計画進捗管理報告はＨＰのみに留めず、県内紙を活用した広報も行うこと。

②県内市町村の地球温暖化防止計画（地域編）の策定について県の指導強化（誘導）を図ること。　

③運輸部門温暖化対策（交通渋滞対策、公共交通対策、ＬＲＴ導入など）に一層、取り組むこと。
（２）一般廃棄物・産業廃棄物対策について 

事業系一般廃棄物の処分については、「ごみの分別ルールを守り資源ごみと廃棄物を分けて出しています」など概ね良好なアンケート結果となっています。但し、前回調査と今回調査では産業廃棄物のマニフェスト発行の不徹底や事業系一般廃棄物と産業廃棄物の減量化、再資源化の取り組みが弱い結果もあります。これらを踏まえ、以下のことを要望・提言します。
    ①県は市町村と連携して事業系一般廃棄物の減量化、再資源化を図ること及び産業廃棄物の

減量化、再資源化についても一層の取り組み強化を図ること。

②県は事業者向けの産業廃棄物のマニフェスト発行を徹底するための広報活動を強化すること。
　　③産業廃棄物で排出量の多い家畜糞尿・食品廃棄物と一般廃棄物の家庭からの生ごみ、廃食用油のエネルギー活用（メタン発酵発電事業など）は、市町村と連携して取り組み強化を図ること。
（３）エネルギー政策について 

　　　上記の（１）（２）にも関連しますが、県のエネルギー政策について以下のことを要望・提言します。

1 地球温暖化対策実行計画進捗管理に新たな管理項目としてＺＥＢ（省エネビル）、ＺＥＨ（省エネ住宅）、太陽光発電・農業シェアリングなどの設定を行うこと。

　　②本土に比べてかなり遅れています「電力自由化」について石川石炭火力発電所からの電力切り出し量拡大と電力の地産地消に有効な自治体電力導入（シュタットベルケ）の取り組み強化を図ること。

　　③2013年度に策定した沖縄県エネルギービジョン・アクションプランを早期に見直すこと。
２０２１年度


沖縄県の産業振興・中小企業政策等に対する


中小企業家の要望と提言




















